
３　施策の課題　（基本計画で掲げた施策の「現況と課題」、成果指標の達成状況を踏まえて、次年度以降に向けた施策の課題）

４　今後の取り組み　（課題解決に向けた今後の取り組みの方向性・内容等）

小城市　　

市民活動団体の活性化

・市民活動を支援し、協働の推進を図る拠点としての市民活動センターの運営を支援するとともに、HPやSNSを開設し、キャ

ラクターやロゴなどを作成して、活動内容の発信に行っている。

・シティープロモーション事業と連携して、市民活動団体のPRによる支援を行った。

・その他団体支援として、財源確保やデジタル化に対応するための学習・交流会を行った。

市民主体のまちづくりの推

進

・過疎地域に指定された芦刈地区でのまちづくり協議会設立に向けた取り組みとして、勉強会を開催し、その後自主検討会、設立準

備会の設立まで至った。

・三里まちづくり協議会の総会、運営委員会に出席し、情報交換を行った。

・住民主体のまちづくりの推進に向けて、芦刈地区、三里地区の方と鳥栖市や白石町へ視察を行った。

・自治会に対し、OgiOgiアプリを活用した自治会情報の発信について周知した。

・西九州大学・小城高校・牛津高校・小城市との包括連携協定や民間企業との複業協定等、市民以外との協働事業に取り組んだ。

２　施策（基本事業）の振り返り

基本事業 （施策の目標達成に向けて、どのように取り組んだか。）

1）達成。令和4年度実績の29.8%から

2.5%上昇し32.3%となった。これは、コロナ

が5類移行の伴い、自粛していた事業、特に

地域行事が実施に向けて動き出したため意識

が向上したものと考える。

年代別にみると40歳代後半から70歳代にか

けて目標値を上回っていが、20歳代、30歳

代が軒並み目標値を下回っている。

また、20歳代後半から30歳代では、40％を

超える割合で「今後も参加するつもりはない」

と答えている。

地域別にみると岩松地区、晴田地区、三里地

区等が目標値を上回っている。
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32.3 0.0 0.0
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・三里地区、芦刈地区のほかにもワークショップ等の実施を促し、住民主体のまちづくりの機運を高める。

・協働によるまちづくりを推進するため、人的支援として集落支援員の配置や地域運営組織への人材育成や支援の検討を行う必要がある。

・市民や団体の自発的な動きが不可欠で、そこに市民が関わりを継続できるような仕組みづくりに努める。

・限られた資源の中で協働のまちづくりを推進するため地域おこし協力隊の導入を引き続き検討する。

・官民連携や高等教育との連携などの「市民協働」以外の協働にも取り組む必要がある。

・包括連携による出前講座やワークショップで啓発を行う。

施策主管課 企画政策課 施策関係課名 総務課・総合戦略課・生涯学習課・都市計画課

１　施策の目的（①対象③意図）と指標（②対象指標④成果指標）等の推移

第2次

総合計画

体系

政策

No.
8 政策名 幅広い交流を深め にぎわいのあるまち

施策

No.
2 施策名 協働によるまちづくりの推進

①対象
　（この施策は、誰、何を対象としているのか）

③意図
　（この施策によって対象をどう変えるのか）

市民 まちづくり活動に参加する

④成果指標
　（意図の達成度を表す指標）

単位 数値区分

まちづくり活動への市民参

画の促進

・協働推進事業として、市民活動ガイドブックの発行や市民協働啓発として市民活動促進イベント等を実施した。また、協働のまちづく

り講座において交流会を実施した。

・市民が参加し、企画から改善に至るまで共創する手法の第2期リビングラボで生まれた、「自転車を活用した観光事業」でサイクル

イベントを実施した。

・地域の支えあい活動（ゴミ出し支援・買い物支援・付き添い支援）や地域猫活動のなどの取り組みを市民や団体と協働で実施し

た。

・CSO・企業提案型協働創出事業ついて、庁内で情報を共有し、事業化の可否について検討した。

・地域活性化に向けて、協働による新たな資源の掘り起こしと価値の創造をもたらす人材として地域おこし協力隊の活用に向けて職

員研修を行った。

・「三里まちづくり協議会」の設立以降、他地区での取り組みを促すことができていなかったが、芦刈地区が過疎地域指定を受けたことで令和4年12月から

まちづくり勉強会をスタートさせ設立準備会の設置まで至ったが、他地区での取り組みを促すことができていない。

・市民活動センターの認知度を向上させ、市民活動団体に必要とされる支援、特に情報発信や連携を強化していく必要がある。

・市民活動センターの運営については、委託か市直営、開館時間の見直し、集落支援員の配置による特別交付税措置の活用など検討し、事業費の削減を検

討する必要がある。

・若者のまちづくりの関心を高める必要がある。

施策マネジメントシート　（令和 5 年度目標達成度評価）

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 成果指標の達成状況及び要因

1
まちづくり活動に参加して

いる市民の割合
％

目標値 28.0 30.0 33.0 36.5
実績値 29.8

－公表シート －


